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してみよう [8J。 時刻 tにおける損傷を受けた遺伝子の総数をN (t) として答えは
N (t) = (D/μ) [1 -exp (-μt ) J 
となっている。ここでDは単位時間あたりの損傷数、 μは修復・免疫機能による単位時間
あたりの再生率とされている。この式は tに関して単調増加関数であり， t =0からN=Dt
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ウム 137が0.45， 0.34 Bq/kgそれぞれ検出された。さらに、埼玉県川口市の子どもの尿に
は0.41Bq/kgのセシウム 137が検出された。大多数の未検査の子供にも汚染が広がってい
ることは容易に想像される。




1-2.福島県飯舘村といわき市の子ども 1150人のヨウ素 131による甲状腺汚染率は 45%
(文科省発表)と約半数の子どもに甲状腺内部被曝が起こっていた。








































事故の影響の 70~80%は内部被曝である」とし、事故の 11 年後の 1997 年に基準を厳格化
した。ウクライナ、ベラルーシ、日本の 3ヶ国の基準値を比較してみた(表 1)。例えば、




表 1 飲食物中の放射性セシウムに対する基準値の比較(単位:Bq/kg) 
ベフルーシ ウクフイナ 日本
食品名 (1999) (1997) (2011) 
飲料水 10 2 200 
牛乳 100 100 200 
豚・鶏肉 180 200 500 
牛・羊肉 500 200 500 
魚類 嗣. 150 500 
根菜・野菜 100 40 500 
じゃがいも 80 60 500 
果物 40 70 500 
きのこ 370 500 500 
卵 - 6/個 500/kg 
ハン 500 500 
米 " 500 
幼児用食品 37 40 500 
L 一 一
福島原発事故後の 3月 17日付けの厚生労働省医薬食品局の都道府県への通達では(表 2)、






核種 飲料水 牛乳・乳製品 野菜類 穀類 肉・卵魚・その他
放射性ヨウ素 300 300合 2，000士士
放射性セシウム 200 200 500 500 500 
ウラン 20 100 100 100 100 
プルトニウム及び












レルに換算し、人体に於けるセシウム 137の数値を助言している。大人は体重 1kg当り 200
Bqが危険レベル。体重 1kg当り 70Bqが要監視(注意)レベル。子どもは体重 1kg当り
70 Bqが危険レベル。体重 1kg当り 20Bqが注意レベル [25J。これによると、体重 60kg 







































象とはならなかった。 1万人が住む町の地上 1メートルの空間線量は 0.1ぃSv/hrと低い線量
である。地区の第 2ゾーンは、強制移住が義務づけられたものの、ソ連崩壊により多くの
人が取り残された地区で、内部被曝の危険性があった。第2ゾーン地区の畑、牧草地，森の
地表 10cmの土壌の放射線量はキログラム当たり、夫々517，673， 939 Bqだ、った。
2-1この地区で自給自足をするエミール・ナーシク (32歳)さん夫妻、 5歳と 2歳の娘、
の内部被曝量をホールボ、デーカウンターで測定した(註2)。放射線量(Bq!body)は順番に、







を体外から測定する装置で、セシウム 137/134，ヨウ素 131を測定できる。しかし、 8線や
α線は測定出来ないので内部被曝量の一部しか測定出来ない。
2-2 スベトラーナ・デイードフさんは1才女性)は、 16歳の時にこの地区から非汚染地区






















以降にベラルーシGomel州の高汚染農村地区生まれ、 1997年に死亡した 52人の 10歳ま





































2-6 チェルノブイリ原発事故から 15年目の 2001年、ウクライナの強制避難とならなか
った地区では、 10万人あたりの勝目光癌が 43.3人と 1986年の 26.2人と比較して 65%増加
していた[7tそこで日露共同研究チームは，低線量のセシウム 137の長期被曝と勝目光癌と






















































1 1'"'-' 1 3歳までの被曝した子供達 100人と被爆してない子供達 50人とを比較した。被





































症などの先天性障害児の発生率が 6.7倍になった[文献 10の2章5、図 5.15、表 5.78参
照]。事故後 15"-'20年のウクライナ・レピン地区では、神経管欠損、小頭症、小眼球症等
の発生異常が増加した [27J。ドイツのミュンヘンやベルリンではダウン症 (21番目染色









































































































































の農薬は約 100m)、(ii i)土壌への浸透性が高く地下水を汚染する、 (iv)植物の根から吸収
され体全体に行き渡り毒性を発揮する。洗ってもとれない(有機燐は脂質性のため浸透性
も低く植物の表面しか覆わないので、洗ったら除去出来る)、 (v)超低濃度 (ppb，ppmの 1，000


























恵グループO 産衛誌 47巻 2005)08-0HdGはチェルノブイリ勝目光炎でも検出されている。
有機燐農薬で胎内被曝したと考えられる子どもは、 IQが低く認知行動も劣ることがマウ
ントシナイ医科大学・病院の疫学調査で、わかった。 PON1の遺伝子型が QQの母親から生
















O. 01 ppm以下とし測定を義務づける、 (ii i)カメムシに麗られた着色斑点米粒の数が 1000








































































目のグルー プ。2B(possibly carcinogenic)に登録した(LancetOncology 12， 624・626.2011)。
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の「約 3害リ」にまで膨らんでいる可能性があると述べている (W日本経済新聞j]2011年 4





















































































































































































































































すなわち 20年間では 10人に 1人が癌を発症するという驚くべき高率になる
( http://www. psr. org/news -even ts/press -releases/psr-sta tement-increase-allowable-dose 
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(3月 11日には 2121円)は、事故後大暴落している (6月 3日には一時 284円、 87%の
下落)。電力会社全体の株価がそれにつれて急落している。金融市場では、電力債の取引が、
事故以後、麻庫状態にあり、ほとんど止まっている。日本の社債市場全体も、恐慌状態に
あり、社債発行高が昨年比で半分以下に落ち込んでしまっている。
政府の発表した「事故補償機構」構想は、東電だけでなく他の電力会社を巻き込み、全
国の電気料金の大幅値上げによって、さらに政府の国債発行と結局は消費税の大増税によ
って、東電の「損害賠償j をバックアップし、事故の尻ぬぐいをし、東電と原発推進勢力
に「くれてやるJものである。それは、さらに、今後も今回のような原発事故が生じるで
あろうことを想定して、それを前提に、消費者と納税者としての人民大衆の犠牲によって、
次の事故に備えて保険をかけ、電力独占を予め保護しようとするものである。それによっ
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て結果的には、電力会社に対し、「事故を起こしても結局は救済されるのだ」という危険極
まりないシグナルを送ることになり、いわゆる「モラルハザードj を引き起こそうとして
いる。
これらの事実は、客観的事態そのものが「東電だけでなく電力部門全体の固有化j を強
力に迫っていることを示している。反原発・脱原発の運動は、このような条件の下で、固
有化問題に無関心になったり、沈黙したりしてはならない。日弁連が賠償担保のために東
電の送電網の国有化を提起していることは重要である。真に脱原発を進めるためには、運
動は、事故を起こした東電および原発を推進してきた電力会社全体の「懲罰的で、没収的な」
固有化とその「民主的統制」、その下での数十年はかかるであろう賠償と原発全廃過程を国
家が責任を持って保障するように主張しなければならない。
さらには、原発関連産業とくに福島原発を設計建設した目立やジェネラルエレクロリッ
クにも事故の責任をとるように要求し、また現在原発メーカーを不当に保護している「事
故免責」条項を廃止させ、原子力関連産業全体の「懲罰的没収的民主的J国有化とその事
故処理・廃炉業務への事業転換を要求する必要がある。東電に関して起ころうとしている
大規模な経済恐慌は、国有化措置が、電力にとどまらず銀行・金融に進んでいくことを要
求するであろう。
脱原発のためには、これまで原発を推進してきた勢力・原発推進勢力の解体が必要不可
欠である。それは可能である。固有化した電力独占からの原発推進に協力してきた経営者
たちの追放は、民主的統制の第一歩となるであろう。原発推進してきた中心人物・中曽根
元首相を始め一連の政治家、電力経営者、安全管理の責任者などの処罰、いままで原発を
「安全」だと虚偽の主張を行い国民をだまし続けてきた大学関係者・学者・マスコミ・司
法・政府関係者の処罰を要求すること、また事故の重要データの隠匿者・メディアを通じ
て事故の影響を過小評価した専門家を処罰する制度を創設するように要求することは、事
故を二度と繰り返さないために必要不可欠である。今後数万数十万の死者を出す事態を導
いた人々は、重罪の犯罪者であり、決して許してはならない。
もう一つの重要な点は、脱原発のための代替エネルギー、太陽光・風力・地熱・小規模
水力・潮力・波力などによる発電に基づく「自然エネノレギーへの転換J、各種の蓄電設備網
の建設、さらには消費側の「スマートメーターJを組み合わせた、「スマートグリッドj の
導入のためには、固有化され統一された全国単一送電網が存在し、各種の分散した自然エ
ネルギ一発電施設がその単一送電網に結ばれ統合されて管理されることが、必要不可欠の
前提条件となるということである。資本の無政府的な原理に依存しては、これは実現でき
ない。日本はこの分野で大きく後れをとっている。現在の九電力による地域に分割された
発送電の独占体制が、すでにこの分野で、の生産力の発展の最大の桂楕の一つになっている。
九電力体制は、いまだに東西で周波数が違うという事態さえ放置したまま、この障害を克
服するための本格的な努力をほとんど何もしてこなかった(変換装置の能力はわずか原発
1基分程度しかない)。
かつて十数年前に発送電の分離と電力自由化を中心とした「電力改革Jを主張した一部
の官僚グループ。は、あわせてアメリカの独占体を引き込み、発電・送電部門の一部をアメ
リカに「くれてやる」ことを目指していた。彼らの失敗の最大の原因の一つは、当てにし
ていた米エンロン社が、アメリカでの「電力自由化」の下で、電力供給自体を金融商品化
して投機の対象に転化し、投機的需要を人為的に膨張させ、カリフォルニアで、の電力危機・
大停電 (2000同01年)の一因となり、結局アメリカの信用制度全体を揺るがす巨大な金融詐
欺スキャンダルを引き起こして破産した (2001年)からであった。今回も「発送電分離」
に絡んで、このような企図が繰り返される危険性を無視してはならない。またアメリカ側
からも、迫り来る東電と電力部門の危機への介入が行われることは十分予想される。アメ
リカ政府と米軍の事故対応への介入が、けっして「友情」などではなく、冷徹な計算勘定
に基づいた政治的「貸し」行為であり、来るべき東電の危機においてアメリカ政府と米金
融資本が、東電と日本の電力事業に、さらには原発関連産業に、直接介入する機会をうか
がうという露骨な略奪的欲望と政治的圧力のデモンストレーションでもあったことは明ら
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かである(外務省ホームページにあるクリントン米国務長官「復興のための官民パートナ
ーシップ」の項を参照のこと、 http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/fuj_us.html)。固有
化と民主的統制の要求を、反原発・脱原発運動の側が積極的に主張しなければならないも
う一つの理由もまたここにある。
東電の実施した「計画停電J(それは「原発の必要性」を宣伝する一種のデモンストレー
ションでもあった)によって、各企業・工場・居舗・ピルなどが自家発電装置を装備し稼
働する動きは一挙に加速している。また、東電は今まで休止していた火力発電所を再稼働
しているが、全国にはこのような休止中の発電施設が多くある。これら余剰発電能力を単
一の送電網に統合できれば、さらには節電とエネルギー効率化と結びつけることができれ
ば、原発停止と廃炉によって生じるであろう電力不足を克服することは、現状でも客観的
に十分可能である。現在、企業の自家発電装置の能力だけで 6000万kw(原発約 60基分)、
そのかなりの部分(およそ半分といわれる)は通常時には余剰能力となっている(~日本経
済新聞』電子版 5月 15日など)。この点でも「発電と送配電の分離jや「電力供給の自由
化」としづ制度的枠組みがあれば原発停止によって電力不足は生じないことがわかる。
多数のエネルギー問題の専門家や反原発・脱原発の立場に立つ評論家によって「原発不
必要論j が展開されている(たとえば飯田哲也・環境エネルギー政策研究所の業績をあげ
ることができる)。それは科学的に正しい議論である。私が付け加えたいのは、「余剰電力
の活用JI自然エネルギーへの転換JI地域分散型発電」なども、その前提は、私的独占が
管理するのではなく、国家が公的に管理し集中的にしかも民主的に統制される「全国的単
一送電網」との接続にあるという点だけである。これがし1わゆる「スマートグリッド」へ
進むための客観的前提条件であり、この過程に対してし1かなる形で人民的民主的な統制を
加えていくかが問題である。
問題は、電力という高度の社会性をもっ部門を、「独占による弊害Jすなわち独占がもた
らす寄生と腐朽への傾向を抑え込み、さらに資本の競争が生み出す無政府性の支配から解
放し、その社会性を真の意味で実現する方向に前進する条件が必要であるという点にある。
それが固有化と民主的統制、両者の不可分の結合である。この意味で、反原発・脱原発を
めざす社会的運動は、その目標を実現する客観的諸条件自体によって、必然的に、独占に
反対し、資本の無政府性に反対し、生産力の全面的な社会化を指向せざるをえないという
性格をそれ自身の中に宿しているのである。(渡辺悦司)
5章おわりに
以上のように物理学、分子生物学、経済学の立場から、フクシマ原発震災を総合的に分
析することを試みた。原子核の物理や原子炉の物理は原子エネルギーの利用とその事故の
理解にとって必要不可欠である。
一方、その危険性は放射線による被曝にあり、特に内部からの長期にわたる低線量の被
曝は未解明の重要な研究課題である。元来、地球の全ての生命体にとって、人工の放射性
物質はその進化の過程で未経験の物質であって、体内の防御機構が働かず、無警戒で体内
に取り込んでしまう。その脅威の源はこの放射性物質の生体内における未知の振る舞いに
ある。単に遺伝子レベルのDNAの切断という単純な機構だけでなく、より大切なことは遺
伝子も含めて営まれる細胞の生体としての有機的な活動の破壊である。あらゆる生命体は、
細胞問の有機的な活動によって生体を維持し、発生、成長、修復など総合的な運動が営ま
れている。人工の放射性物質は生体に対して、この統一的な運動の混乱や破壊をもたらす
危険性がある。このように、微視的な個々の機構は解明の途中であるが、次第に明らかに
なる真実として、生体系は予想以上に人工の放射性物質に対しでもろくて壊れやすいもの
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であるということである。それが遺伝的作用も含めてさらに生態系にも大きな影響を及ぼ
す。現在、チェルノブイリ事故はこのような恐ろしい被害の実相を見せ始めたところであ
り、 3章でその一端が紹介された。それは奥の深い聞を見るような怖さがある。ようやく現
在の分子生物学は、低線量の放射線の被害の多様な機構の例として、チィエルノブイリ勝
脱がんの多岐にわたる発現機構に迫っている。この例が示すように我々のこれまでの理解
を超えて低線量の内部被曝は危険であると推察される。特に低線量の放射線による長期被
曝によって生じるべトカウ効果やバイスタンダー効果は重要な問題である。なぜなら、こ
れらの効果によって低線量被曝はその効果を幾倍にも強められるからである。それにもか
かわらず、いやそれ故に、これらの真実は原子力を推進する勢力によって隠蔽され、研究
者は迫害されてきたのである。
さらに注意すべきことは活性酸素による細胞膜の破壊自体は生体にとって普遍的で一般
的な現象であることである。ぺトカウ効果は放射線特有の細胞破壊機構を明らかにしたの
である。
そして、さらに指摘しておかなければならないことはグールドたちの乳がんの疫学調査
や市川定夫たちが示していることは農薬など化学物質による汚染と放射線による被爆が複
合的に作用し、その相乗効果が見られることである。日本における農薬の汚染度は高く、
我々はいっそう注意深く環境汚染による放射線被曝の相乗効果を警戒しなければならない。
さらにいっそう重要なことは原子力発電がエネルギー生産手段で、あり、経済活動の中で
利潤を生み出すことに利用できるということである。そこで経済・政治の観点からも考察
した。マルクス主義経済学に基づく原則的な分析から、核エネルギーの利用は国民的利益
に反し、人類の未来を危険にさらすものであることが示された。それにもかかわらず、原
子力の利用が、それに利益を持つ支配的な政治勢力によって利己的に推進されていること
が明らかにされた。それ故、真実を隠し、安全神話とエネルギー危機のデ、マゴギーが原子
力の推進にとって不可欠であった。結局、原子力の平和利用としての原発は常に放射線を
放出し、その被害を避けることが出来ず、人類にとってすぐさま取り除くべき脅威である
ことが結論された。しかし、その原発の利用・推進は、電力・原子力産業など強力な独占
企業はもとより、金融、建設、マスコミなど経済の中枢を支配する資本が政府と癒着し、
政府を利用して、国策として進められているために、その廃棄は科学的理解に基づく一貫
した政策が必要であるということである。また、その原発を廃棄し、再生可能エネルギー
への転換を推し進めるためには、独占資本の横暴を抑えるにとどまらず、さらに独占資本
の経済的支配の基礎そのものを攻撃し掘り崩すような民主的電力改革、電力の固有化と民
主的統制を目指して国民の総意が結集されなければならない。これが結論で、あった。
フクシマ原発震災が、このような現実の理解を進め、わが国民の自立した民主主義の発
展につながるなら、子供達に希望にあふれた未来を与える契機にすることができると思う。
9月11日、山田は京都駅前の関電支所前の京都集会に参加した。偶然修学旅行中の福島会
津若松の高校生5人に会った。脱原発1000万人署名と円山公園での9.11rバイバイ原発・京
都集会」などについて話をすることが出来た。不幸な原発事故が彼らを強くし、深く物事
を考え始めていることがよくわかった。反原発の運動の力が彼らを力づけていることが実
感できた。彼らは全国の高校生よりも社会の現実を厳しく正確に理解したようである。我々
もまた、現実を厳しく見つめ総合的な理解と力を強めていけば、不幸な原発震災を幸福へ
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フクシマ原発震災について考える
の、社会の進歩への出発点とできると思う。原発事故は推進側に大きな打撃であったが、
同時に原発を止める運動の不十分さの結果でもあった。しかし、それはまた反原発への更
なる発展の出発点と出来るのである。
9月19日には「さよなら原発1000万アクションjの集会が東京で聞かれ6万人が参加して
原発の停止と廃止を訴えた。脱原発をテーマとする市民集会として過去最大の規模で、あっ
た。集会の登壇者は、政府、東電、経団連、政治家、マスコミを糾弾し彼らの責任を聞い
つづけることを求め、核武装の政治的意図をも背景とする原発安全神話の改訂版の台頭に
警告し、野田政権の原発再開路線は人民に対する敵対であると断じ、私たちを馬鹿にする
な、命を奪うなと怒りを露にした。また、一人一人本気で自分の頭で考え、確かに目を見
聞き、自分ができることを決断し行動し、これまでの幾多の打ちひしがれた経験を糧とし、
民主主義の集会、市民のデモンステレーションによって今こそ脱原発を民主主義の下で声
高く要求する時であると訴えた。そしてこの集会をこれまでの集会の結節点であり出発点
であると位置付けた。
謝辞 多くの方に議論していただきました。特に橋本真佐男さんには全体を読んで貴重
なコメントをいただきました。有難うござました。(山田、大和田、渡辺)
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